
 

 

 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

○ 現状の教育・保育施設で、ニーズに応えること

ができると考えます。 

○ ニーズ調査から、認定こども園のニーズもある

ことから、今後のニーズ量を見極めながら、認定

こども園の設置について検討していきます。 

○ 幼稚園・保育所・認定こども園等の需給バラン

スを考えながら整備を検討していきます。 

 

 

 

 

【１号認定及び２号認定】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニーズ量の

見込み 

１号認定 609 人 584 人 570 人 580 人 560 人 

２号認定 693 人 664 人 649 人 760 人 760 人 

計 1,302 人 1,248 人 1,219 人 1,340 人 1,320 人 

提供量（確保方策） 

特定教育・

保育施設 

１号認定 590 人 590 人 590 人 520 人 520 人 

２号認定 859 人 859 人 859 人 870 人 870 人 

計 1,449 人 1,449 人 1,449 人 1,390 人 1,390 人 

確認を受けない幼稚園 560 人 560 人 560 人 630 人 630 人 

認可外保育施設 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

提供量合計 2,039 人 2,039 人 2,039 人 2,050 人 2,050 人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 737 人 791 人 820 人 710 人 730 人 

  



 

 

【３号認定（０歳）】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニーズ量の見込み 67 人 66 人 65 人 130 人 140 人 

提供量（確保方策） 

特定教育・保育施設 141 人 141 人 141 人 151 人 151 人 

地域型保育 

小規模保育 6 人 6 人 6 人 6 人 6 人 

家庭的保育 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 

居宅訪問型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

確認を受けない事業所内保育 11 人 11 人 11 人 11 人 11 人 

認可外保育施設 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

提供量合計 159 人 159 人 159 人 169 人 169 人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 92 人 93 人 94 人 39 人 29 人 

 

 

【３号認定（１・２歳）】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニーズ量の見込み 402 人 401 人 394 人 400 人 400 人 

提供量（確保方策） 

特定教育・保育施設 417 人 417 人 417 人 430 人 430 人 

地域型保育 

小規模保育 12 人 12 人 12 人 12 人 12 人 

家庭的保育 4 人 4 人 4 人 4 人 4 人 

居宅訪問型保育 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

確認を受けない事業所内保育 39 人 39 人 39 人 39 人 39 人 

認可外保育施設 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

提供量合計 472 人 472 人 472 人 485 人 485 人 

過不足分（提供量－ニーズ量） 70 人 71 人 78 人 85 人 85 人 

 

 



 

 

 

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて、認可保育所や認定こども園等で、通常の保育

時間を超えて延長して保育を実施する事業です。 

 

【今後の方向性】 

○ 時間外保育事業については、継続して実施していきます。 

○ 仕事と生活の調和を実現させるため、保護者の就労形態の多様化に対応した保

育サービスの充実が求められています。 

○ 利用実績に合わせた延長保育のさらなる充実に努めます。 

 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 116 人 113 人 111 人 310 人 310 人 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 

提 供 量 355 人 355 人 355 人 370 人 370 人 

過 不 足 

（提供量－ニーズ量） 
239 人 242 人 244 人 60 人 60 人 

 

 



 

 

 

 

【事業概要】 

保護者が就業等により昼間家庭にいない児童を対象に、授業が終わった後の遊び

や生活の場を提供し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。平

日の放課後のほか、土曜日、夏休み等の長期休暇中にも実施します。 

 

【今後の方向性】 

○ 児童の安全を確保するため、小学校敷地内での開設をめざしています。今後

は、桜井小学校敷地内での開設の検討を進めていきます。 

○ 国では、高学年までを受け入れることとなっています。本市では、原則とし

て低学年を対象としておりますが、定員に余裕のある場合は６年生までの受け

入れも行ってまいりました。当面の間、このような方法で継続してまいります。 

○ また、児童の安全の確保及び質的向上を図るため、有資格者をもって20人

に対して指導員１名を配置していきます。 

〈平成 27 年 10 月 19 日開催 第 7回子ども子育て会議において下記内容の追加を承認〉 

○現状では定員超過が継続する見込みが高く、緊急性が高い城島学童保育所につ

いて、分室を早急に整備します。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

１ ～ ３ 年 生 

量 の 見 込 み 
322 人 316 人 307 人 500 人 500 人 

４ ～ ６ 年 生 

量 の 見 込 み 
269 人 257 人 252 人 110 人 110 人 

計 591 人 573 人 559 人 610 人 610 人 

全 学 年 

確 保 量 
590 人 590 人 590 人 650 人 650 人 

過 不 足 

（確保量－量の見込み） 
△1人 17 人 31 人 40 人 40 人 

 

 



 

 

 

【事業概要】 

保護者の疾病や仕事等により、家庭において養育を受けることが一時的に困難に

なった児童について、必要な保護を行う事業で、短期入所生活援助事業（ショート

ステイ事業）と夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）があります。 

 

【今後の方向性】 

○ ファミリーサポートセンター事業などとの事業を組み合わせることにより、

提供量を確保していきます。 

○ より多くの児童養護施設と委託契約を締結し、利用者のニーズに応えていき

ます。 

 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 208 人日 201 人日 196 人日 330 人日 330 人日 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
５か所 ７か所 ７か所 ７か所 ７か所 

提 供 量 200 人日 220 人日 220 人日 400 人日 400 人日 

過 不 足 

（提供量－ニーズ量） 
△8 人日 19 人日 24 人日 70 人日 70 人日 

 

 



 

 

 

【事業概要】 

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、

情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

 

【今後の方向性】 

○ 陽だまり政策の中で市の子育て支援拠点施設を整備し、事業内容や拠点施設

についても見直すこととしており、つどいの広場などの居場所づくり、家庭児

童相談やファミリーサポートセンター事業などの相談や援助事業も含め、その

拠点施設で開設できるよう検討していきます。 

○ 関係機関団体との交流を図り、子どもや子育ての事業についてもさらに見直

しを図っていきます。 

 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 17,913 人日 17,702 人日 17,371 人日 17,050 人日 16,670 人日 

実 施 箇 所 数 

（確保方策） 
２か所 ２か所 ２か所 ３か所 ３か所 

提 供 量 8,661 人日 8,661 人日 8,661 人日 17,050 人日 16,670 人日 

過 不 足 

（提供量－ニーズ量） 
△9,252 人日 △9,041 人日 △8,710 人日 0 人日 0 人日 

 

 

 

 



 

 

 

【事業概要】 

通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに、保護者の要望に応じて、希望す

る子どもを対象に実施する事業です。 

 

【今後の方向性】 

○ 現在は、公私立幼稚園で実施しています。今後は公立幼稚園での預かり時間

の延長については、人的な体制を含め、よりいっそうのニーズに応えていきま

す。 

 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニーズ量（1号認定

による利用） 
2,457 人日 2,357 人日 2,302 人日 27,770 人日 27,770 人日 

ニーズ量（２号認

定による利用） 
2,712 人日 2,602 人日 2,541 人日 3,250 人日 3,250 人日 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
８か所 ８か所 ８か所 ９か所 ９か所 

提 供 量 13,500 人日 13,500 人日 13,500 人日 31,020 人日 31,020 人日 

過 不 足 

（提供量－ニーズ量） 
8,331 人日 8,541 人日 8,657 人日 0 人日 0 人日 

 

 

 



 

 

 

【事業概要】 

保護者が冠婚葬祭や育児疲れなどの理由により、家庭での保育が一時的に困難と

なった子どもについて、主として昼間、保育園その他の場所で一時的に預かる事業

です。 

 

【今後の方向性】 

○ ニーズに応えていくため、公立保育所における一時保育事業を検討していき

ます。 

○ 子育て拠点施設の拡充に合わせ、一時預かり保育事業を実施していきます。 

○ また、ファミリーサポートセンター事業などとの事業を組み合わせることに

より、提供量の確保に努めていきます。 

 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニーズ量（在園児対象

を除く一時預かり） 
1,233 人日 1,203 人日 1,178 人日 1,160 人日 1,140 人日 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
１か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

提 供 量 30 人日 330 人日 330 人日 1,480 人日 1,480 人日 

過 不 足 

（ 提 供 量 － ニ ー ズ 量 ） 
△1,203人日 △873 人日 △848 人日 320 人日 340 人日 

 

 

 

 

 



 

 

 

【事業概要】 

病気や病気回復期の児童で、保護者の就労等の理由で、保護者が保育できない際

に、保育施設で児童を預かる事業です。 

 

【今後の方向性】 

○ 本市では平成26年５月に定員３名の病児保育所を開設しました。今後も、

利用者が利用しやすいシステムも検討し、継続して実施していきます。 

 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 71 人日 69 人日 67 人日 200 人日 200 人日 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

提 供 量 780 人日 780 人日 780 人日 1,280 人日 1,280 人日 

過 不 足 

（提供量－ニーズ量） 
709 人日 711 人日 713 人日 1,080 人日 1,080 人日 

 

 



 

 

 

【事業概要】 

子育ての援助を求める会員とそのサービスを提供できる会員で組織し、援助を求

める会員が子育てで援助の必要なときに、一時的、臨時的に、有償で、子育ての援

助に応える事業です。 

援助を求める会員は、おおむね小学校６年生までの子どもを持つ保護者です。 

 

【今後の方向性】 

○ 本市では、現在ファミリーサポートセンター事業を実施していないため、平

成27年度にサービスを提供できる市民を募集して講習会を開催し、平成27

年度後半もしくは平成28年度から事業を開始していきます。 

 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 672 人日 653 人日 637 人日 627 人日 608 人日 

提 供 量 1,500 人日 1,500 人日 1,500 人日 1,500 人日 1,500 人日 

過 不 足 

（提供量－ニーズ量） 
828 人日 847 人日 863 人日 873 人日 892 人日 

 

ファミリーサポートセンター事業とは、子育てをお手伝いしたい人（協力会員）

と、お子さんをお持ちの子育ての手助けをしてほしい人（依頼会員）、そして子ど

もを預かってもらうこともあるが、時には預かることも可能な人（両方会員）とで

組織し、地域の会員同士で子育てを支援しあう活動です。（一定の利用料金が、か

かります） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
援助を受けたい会員 援助を行いたい会員 

アドバイザー 

援助の申入 援助の打診 

援助の提供 



 

 

 

【事業概要】 

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる地域社会の実現に寄与す

るため、子ども及びその保護者等、または妊娠している方がその選択に基づき、多

様な教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、必要な支

援を行うことを目的とします。 

子ども、またはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援

事業等の情報提供及び必要に応じた相談・助言等を行うとともに、関係機関との連

絡調整等を実施する事業です。 

具体的には次の業務を行います。 

 

① 利用者の個別ニーズを把握し、それに基づいた情報の集約・提供、相談、利

用支援等を行うことにより、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利用

を助言する。 

② 教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している関係機関との連

絡・調整、連携、協働の体制づくりを行うとともに、地域の子育て資源の育成、

地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等に努める。 

③ 本事業の実施に当たり、リーフレットその他の広告媒体を活用し、積極的な

広報・啓発活動を実施し、広くサービス利用者に周知を図る。 

④ その他事業を円滑にするための必要な諸業務を行う。 

 

 

【今後の方向性】 

○ 本市においては、就学前の教育・保育施設への入所の際、子育て支援を希望

する方に、適時、適切な助言を行っています。 

○ このような中で本事業は、新たな専門的知識をもつ人材を配置することにな

っています。本市としては、事業内容や先進事例の研究、事業効果等をさらに

検討して対応していきます。 

 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

実 施 箇 所 数 

（ 確 保 方 策 ） 
1 か所 1 か所 1 か所 2 か所 2 か所 



 

 

 

【事業概要】 

母子保健法第13条に基づき、妊婦及び胎児の健康増進、妊婦の生活習慣改善を

目的として健康診査を行う事業です。 

 

【今後の方向性】 

○ 妊娠届けから受診券の交付、リスクの早期発見と適切な指導ができる体制づ

くりの充実を図っていきます。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

ニ ー ズ 量 5,748 人 5,640 人 5,544 人 5,000 人 5,000 人 

提 供 量 6,706 人 6,580 人 6,468 人 6,000 人 5,700 人 

実 施 体 制 

（ 確 保 方 策 ） 

母子健康手帳の交付から、妊娠・出産・産後の切れ目ない保健指導を今後も

引き続いて行います。 

 

 

 

【事業概要】 

生後4か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、乳児及びその保護者の心

身の状況ならびに養育環境の把握を行い、子育てに関する情報提供を行うとともに、

支援が必要な家庭に対して適切なサービスの提供に結びつける事業です。 

 

【今後の方向性】 

○ 現状を継続して実施していくとともに、子育て支援や母子保健との連携を図

っていきます。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

推 計 値 432 人 424 人 417 人 410 人 410 人 

提 供 量 432 人 424 人 417 人 410 人 410 人 

実 施 体 制 

（ 確 保 方 策 ） 

現在、有資格者の職員がその専門的知識を有効に活用して、子育て情報の提

供を行ってます。子育ての援助を今後引き続いて実施していきます。 



 

 

 

【事業概要】 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上

させるための支援（相談支援、育児・家事援助など）を行う事業です。 

 

【今後の方向性】 

○ 相談・指導・助言する人材を育成して充実を図り、事業の充実に努めていき

ます。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

推 計 値 30 人 50 人 100 人 15 人 15 人 

提 供 量 50 人 100 人 120 人 15 人 15 人 

実 施 体 制 

（ 確 保 方 策 ） 
専門職又は児童デイサービス事業所等に委託し、ニーズに応えていきます。 

 

 

 



 

 

 

 
 

児童虐待は年々増加傾向をたどり、大きな社会問題となっています。 

児童虐待の対応として、児童相談所による専門的な対応が求められる一方で、育

児不安等を背景に身近な子育て相談へのニーズも増大しています。 

こうした相談においては、市町村の身近できめ細やかなネットワークによる対応

が求められることから、市町村では「要保護児童対策地域協議会」を設置して、支

援のためのネットワークを構築しており、その果たす役割は大きくなってきていま

す。 
 

桜井市では、平成22年に児童虐待による死亡事件がありました。 

この事件を受け、様々な角度から専門的な方々による検証が行われ、市民啓発や

ネットワーク関係機関との連携強化、構成員の専門性の向上、母子保健と児童福祉

との連携の強化など課題が出されました。 

本市としては、平成23年度に市民啓発やネットワークのさらなる構築、子ども

の見守りの強化などに取り組み、平成24年度には相談体制の拡充、環境整備など

を、平成25年度からは相談員の資質向上と関係機関との連携強化につとめ、妊娠

から出産、子育て支援へと有機的につながる仕組みづくりを構築してきました。 
 

【児童虐待対応件数】 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

児童虐待対応件数 80 件 95 件 111 件 165 件 301 件 

 

【今後の方向性】 

○ 子育て支援と母子保健に一体的に取り組めるよう、市内中心部に「拠点とな

る施設」を確保し、妊娠届から出産、子育て支援へと切れ目なくワンストップ

で総合的に相談を受け、適切なサービスや親子の支援、居場所づくりなどがで

きる環境整備をおこなうこととしています。 

○ 児童虐待に対しては、早期発見・早期対応が求められています。そのために

は関係機関や関連事業との連携をさらに密にした取り組みやネットワーク関係

機関構成員の専門性の向上や連携強化、医療機関との連携強化を図る取り組み

を、県や児童相談所、児童家庭支援センターなどとも連携しながら進めること

としています。 

○ また、子育て支援事業の充実や子育て等の講習会や研修会などの実施が児童

虐待の未然防止につながることから、さらなる充実をめざして取り組むことと

しています。 



 

 

 

生涯にわたる人間形成の基盤となる乳幼児期において、適切な保育や教育を受ける

ことができるように、今後、保育所・幼稚園や認定こども園において、一人ひとりの

子どもの発達に応じた保育・教育内容、保育・教育環境の充実に努めます。  

 

 

幼稚園教員と保育士の合同研修など、幼稚園・保育所・認定こども園の連携を進め、

情報の共有、相互理解を深め、幼稚園教員・保育士の資質の向上を図るとともに、就

学前教育から小学校への円滑な移行ができるように幼稚園・保育所・認定こども園と

小学校の連携を強化し、子どもの生活・育ちの連続性を大切にしていきます。 

 

 

 

 

認定こども園が幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況及びその変

化等によらず、柔軟に、子どもを受け入れられる施設であることを周知するとともに

幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援、その他認定こども園の普

及に努めます。 

また、認定こども園、幼稚園及び保育所の相互の連携並びに認定こども園、幼稚園

及び保育所と小学校等との連携を推進します。 



 

 

 

保護者が、産休・育休明けの希望する時期に円滑に教育・保育施設、地域型保育事業

を利用できるよう、休業中の保護者に対して情報提供を行うとともに、計画的に教育・

保育施設、地域型保育事業を整備します。 

また、特定事業主行動計画の推進など、事業者に対して働きかけを行っていきます。 

 

 

 

 

育児不安や児童虐待の早期発見に努め、訪問等による援助・育児指導や相談体制の充

実とともに、子育て支援や子育ち支援につながる各種講座・教室の充実を図ります。ま

た、適切な対応ができるよう関係機関と連携し、子どもの権利擁護、虐待親への指導、

家族関係修復支援などを、効果的・効率的に実施できるネットワーク体制の強化を図り

ます。 

 

 

 

しょうがいのある子どもとその家庭に対して、地域の中で健やかに育つことができ

るように、一人ひとりのしょうがいの状況に応じた、ライフステージを通じた一貫し

たきめ細かい支援体制の構築・相談体制の充実を図っていくとともに、しょうがい児

が地域の中で安心して生活できるよう、保健、医療、福祉、教育等の関係機関との円

滑な連携により総合的な取り組みを推進します。 

 

 



 

 

 

 

 

少子高齢化の進行や共働き家庭の増加による多様な子育てニーズ・要望への対応、複

合的な困難を抱える男女への支援など新たな課題に対応しながら、男女共同参画社会の

実現に向けた諸事業の実施と、さまざまな啓発活動を通して、男女共同参画社会の実現

をめざしていきます。 

 

 

仕事と生活の間で問題を抱える人が多く見られる中で、男女がともに、仕事・家庭生

活・地域生活など、さまざまな活動について、自ら希望するバランスで展開できる社会

づくりが必要であり、そのためには働く世代の男女が互いに尊重し合いながら、仕事と

生活の調和（ワーク・ライフ・バランス） を図ることが求められています。 

そのために、市民、事業者、行政が一体となって取り組むことの必要性について啓発

し、推進を図ります。 


